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　は し が き 　

　現在，日本は急速な人口減少と高齢化に直面している。2014年
には高齢化率は 25％に到達し，その後，2050年前後には高齢化率
は 40％に接近すると予想される。
　人口高齢化は社会保障給付費の増加を伴う。社会保障費用負担は
すでに膨大なものになっており，今後も増加し続けることが見込ま
れる。現在の日本の財政状況はきわめて深刻であり，国と地方の債
務を合計すると 2014年度末で 1000兆円を超え，危機的な状況にあ
る。今後，社会保障制度の横断的な見直しは不可避となっている。
　ただし，持続可能な社会保障制度の確立は社会保障の給付カット
のみで達成されるわけではない。むしろ子どもの貧困対策や少子化
対策など，現役世代向けの給付の充実はますます必要である。社会
保障制度が将来も持続可能になるためには，財政のみならず安定し
た社会・経済が不可欠である。
　労働政策は，良好な労働条件を労働者に保障する。労働を通じて
経済活力を高めることにより，社会保障制度の持続可能性が高まる
ことになる。すなわち女性や高齢者，そしてさまざまな障害をもっ
た人々が就労し，税・社会保険料を負担することは，社会保障制度
の持続可能性に貢献する。また保育や介護などの家族ケアと仕事の
両立が可能になったり，失業などによって生活困窮な状態になった
人を再び就労できるように支援することができれば，社会保障制度
の持続可能性はさらに高まる。
　社会保障制度と労働政策はさまざまな困難に直面した人々の生活
を保障し，人々の潜在的な可能性を引き出す役割を果たす。高齢化
社会を乗り切るためには，社会保障制度と労働政策はこれまで以上
の連携が必要になる。
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　本書は，副題に「福祉と労働の経済学」とあるように，社会保障
制度と労働政策を個別に扱うのではなく有機的に連携したものとし
てとらえて，経済学の手法で評価するテキストとして作成した。
　一般的には，社会政策というタイトルはあまりなじみがないかも
しれない。社会政策という学問は，独立した学問領域というよりは，
マルチディシプリン（複数の学問領域），すなわち経済学，社会学，
法学，政治学など多くの学問分野からのアプローチであり，その守
備範囲もさまざまな社会問題，制度・政策にまたがる。そのため，
同じ制度・政策に対する評価でも，採用するアプローチによっては，
評価が異なることが多い。もちろん，こうした差異は許容されるべ
きである。
　その一方で，社会科学，人文科学では専門分化が進み，ディシプ
リン（専門分野）ごとに研究が深化した結果，同じ問題を研究の対
象としながらも，ディシプリン間ではあまり研究交流がなく，相互
に理解不足のために独善的な議論に走る傾向もある。
　とくに経済学はそうした傾向にある。他の分野の研究蓄積を十分
検討もせず，ことさら社会政策の縮小，小さな政府への道，規制緩
和を主張する研究が存在するのは事実である。このため，経済学は
市場メカニズムの貫徹を正当化するための学問であるという先入観
をもたれる傾向があるのはきわめて残念である。
　しかし，戦後，先進国で定着した福祉国家が，20世紀後半から
のグローバル経済や環境問題に直面し，その意義，持続可能性が大
きく変化する今日，専門分野を乗り越え，相互の研究蓄積を生かし
た学問横断的（トランス・ディシプリナー）なアプローチで「学問的
なタコツボ」を解消する必要が出てきている。
　本書は，以上のような問題意識に立ち，初歩的なミクロ経済学の
手法を使って社会政策を分析することにより，経済学部のみならず
他学部の学生にも，社会政策に対する経済学的アプローチを共有す
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ることを目的としている。
　社会政策で標準的な教科書を書くことは難しい。むしろ教科書と
いった形で，学問を標準化することは望ましくないという見方もあ
るかもしれない。とくに，政策科学においては，制度・政策の評価
は価値判断の制約を免れることはできない。本書もこうした点を自
覚して，制度・政策の評価については，なるべく禁欲的な方針を貫
いたつもりである。
　では，本書の章立てを紹介しよう。まず，はしがき，序章，第 1

章，第 2章，第 3章，第 4章および終章は総論部に相当し，本書全
体にかかわるテーマ，考え方を説明した部分である。第 5章，第 6

章は総論部と各論部をつなげる部分として貧困・セーフティネット
の議論や日本の雇用システムの展開，労働問題を扱っている。第 7

章から第 14章は，人生のさまざまな場面で必要となる社会保障，
労働政策を個別に扱った各論部となっている。
　経済学部などで，通年の講義として社会政策，社会保障論で本書
を使う場合は，なるべく全章を扱ってほしい。しかし，半期の社会
保障論で本書を使う場合は，第 3章以降の具体的な制度を中心にす
るという方法もある。社会福祉論であれば，第 4章，第 9章，第
10章，第 13章に重点を置いて，労働政策・社会保険論では，第 1

章，第 6章，第 7章，第 8章，第 12章，第 13章，第 14章に重点
を置くべきであろう。
　最後に本書の企画から出版まで，著者らの責任で思いのほか時間
がかかってしまった。著者らを辛抱強く励まし，出版まで導いてく
ださった長谷川絵里さん，松井智恵子さんには篤くお礼を申し上げ
たい。
　　2015年 5月

著者を代表して　駒村　康平　　
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序 章 社会政策の射程

東京市社会局による失業者救済準備事業のための臨時労
働者の登録（1929年 10月，東京市深川小学校）　朝日
新聞社／時事通信フォト提供

社会政策の守備範囲は，各国の社会経済状
況によって異なる。社会政策の主要テーマ
はビッグファイブといわれる「所得保障，

保健サービス，教育，住宅，ソーシャルワーク・サービス（対人福
祉サービス）」とする見方がある。これに対して，本書が取り扱う範
囲は，大きく社会保障制度と労働政策から構成される。社会保障と
して，社会的リスクによる所得の喪失で生活基盤が失われる状況に
対応する所得保障政策である，年金保険，雇用保険，公的扶助，社
会手当を扱う。さらに医療，介護，障害者福祉といった対人社会サ
ービス保障も取り扱う。
　また，労働政策にかかわる部分として，賃金，労働時間，安全衛
生といった労働条件に関する規制，職業訓練，職業紹介，雇用政策，

本書の取り扱う社会政
策
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女性・高齢者・障害者に対する雇用確保，仕事と暮らしの両立を目
的にしたワーク・ライフ・バランスなどの労働政策を取り扱う。労
働条件の改善と所得保障・医療サービス費保障を含む労働災害補償
保険は労働政策の範囲とする。
　このように本書では，社会保障制度，労働政策といった厚生労働
省の所管に重なる部分が中心になるが，本書の守備範囲は，そこに
とどまらない。持ち家の促進，公営住宅整備，民間住宅規制，住宅
手当・家賃補助といった住宅政策も守備範囲とし，広く市民生活に
密接にかかわる課題を考える。

社会政策は，経済学，社会学，政治学など
さまざまな学問分野で研究の対象とされて

いる。本書は社会政策について経済学の手法を使って考えていきた
い。ところで，そもそも経済学とはどのような学問なのだろうか。
これをひとことで説明することは難しい。経済学は市場メカニズム
を解明する学問と考える人もいるであろう。本書では，経済学の役
割について，P.ダスグプタの「経済学は，人々の生活がどのように
して今のような状態になったのか，それに影響を及ぼすいろいろな
過程を明らかにしようとする面が大きい。また経済学は，どうすれ
ばこうした過程そのものに影響を及ぼすことができるのかというこ
とも見出すことによって，『なれるものや行えることがとてつもな
く制限されてしまっている人々』の将来の見通しをもっと明るいも
のにしようとする学問である」という見方を取りたい（ダスグプタ
［2008］）。「なれるものや行えることがとてつもなく制限されてしま
っている人々」とは，A.センのいう多様な人生を送るために必要
な「機能」，「基本的潜在能力」が不足している人々ともつながる
（セン［1988］）。これを自分らしく多様な人生を送る基本的な条件を
整備するというようにとらえると，日本国憲法の定める生存権の保
障や幸福追究権にもつながる。「とてつもなく制限されてしまって

経済学とは
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いる人々」が放置されている不条理な状況を少しでも減らすことが，
社会の進歩であり，それを限りある資源のなかでどのように行うか
考えるのが経済学の役割である。

社会政策では，規範論のみならず，具体的
な政策や制度の評価と改善提案がつねに求
められることになる。本書では，その分析

手法・ツールとして，ミクロ経済学のアプローチを採用する。ミク
ロ経済学の手法は，予算制約のもとでの選択行動そのものであり，
有限な資源をどのように効率的に配分するかを明らかにする。ただ
し，ミクロ経済学のアプローチを使うのはあくまでも，そのシンプ
ルな説明方法によって制度・政策の効果を評価，予測するためであ
る。加えて人々が合理的で一環した選択をするという想定のもとで
説明力を発揮するミクロ経済学の想定については，以下の留意点が
必要になる。
　まず通常のミクロ経済学でも想定されている不確実性，情報の不
完全性とともに情報処理の限界である。これらは行動経済学が明ら
かにしたような系統的にバイアスのある選択行動にもつながる限界
である。
　さらにミクロ経済学の基本になる考えは，「選好」と「予算制約」
である。「選好」，すなわち各人が何を重視するのかという点に注目
する概念がある。個人が現在と将来の消費，余暇と労働への時間配
分を選択する際に選好は大きな影響を与える。ではその選好はどの
ように形成されたのか。各人の選好の形成に生育期の環境や経験が
影響を与えないのだろうか。
　また現実に直面する予算制約，流動性制約の問題も注意する必要
がある。より広くいうと人生の選択の幅，可能性は経済状況によっ
て大きく異なる。それゆえ「合理的に無を選択している」，あるい
は「自発的にホームレスを選択した」というような結論には慎重で

ミクロ経済学のアプロ
ーチ
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あるべきと考える。
　このように，本書でのミクロ経済学の使用目的は，あくまでも説
明手段の有用性という点であり，人間の諸活動がすべて経済的利害
だけで決定されていると想定するものでも，市場メカニズムが有効
に機能しているという結論に導くためのものではない。

経済理論と経済政策の関係も慎重でなけれ
ばいけない。単純化され抽象化された理論
を現実の政策に当てはめる安易さを J. A.

シュンペーターは「リカード的悪弊」と呼んだが，理論と政策の関
係についてつねに用心深くあらねばならず，事実に関する慎重な実
証が不可欠である（猪木［2012］）。
　たとえば，価格規制によって市場メカニズムが機能しなくなり，
望ましくない結果になる代表としてミクロ経済理論で頻繁に扱われ
る最低賃金と家賃規制のうち，家賃規制については，経済理論の予
想するような問題を引き起こすことが実証的に確認されているが，
最低賃金のほうは，実証研究では必ずしも理論通りの結果になって
いない（ヒース［2012］）。
　同じことは，他の専門分野でもいえる。現実の政策の効果を検証
することなく，抽象的な論拠のみで制度・政策を評価するべきでは
ない。経済学のアプローチのメリットは，そこから導かれる仮説を
統計的に検証し，制度・政策が意図した目的を達成しているか実証
することができる点にある。もちろん自然科学と異なり，経済学に
おいては着目する要因以外をすべてコントロールした実験室のよう
な分析をすることはできない。このため，制度・政策の効果を測定
できるのは，制度・政策が大きく変化し，その前後で対象主体のデ
ータが取れるタイミングであり，この場合に「自然実験」が可能に
なる。最近の開発経済学のなかでは，ある政策介入を行ったケース
と行わなかったケースをランダムに割り当てて，政策の効果を測定

経済理論と経済政策の
関係
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するランダム化比較試験（RCT）の手法が広がっている。しかし，
実際の経済学の研究，とくに国民の生命等に直接影響を与える可能
性がある社会政策の分野ではこうした介入実験はきわめて難しく，
制度・政策変更が行われるときが絶好の分析の機会になる。
　社会政策を考える際には，さまざまな制度・政策変更が，その期
待した目的を達成したのかを，客観的，実証的に測定，評価する必
要がある。

ただし，社会政策に経済学アプローチを応
用する際にいくつか留意すべき点がある。
方法論的個人主義の問題　　年金の財政方

式において議論するように，合理的な個人の集合体として社会が構
成されている場合，世代間の不公平すなわち生涯支払った保険料総
額と給付総額が等しくならない可能性がある賦課方式の年金制度は，
経済の効率を損ない，個人の厚生を悪化させることになる。これは
方法論的個人主義によるミクロ経済主体の集合体の視点からの賦課
方式年金の評価である。では，具体的に目の前の年金制度をどのよ
うに評価すべきであろうか。年金制度は社会経済の上部構造であり，
現在の年金制度も社会経済の変動に調整してさまざまな改革が行わ
れたという歴史的な経緯にも留意する必要がある。
　社会保障における市場の役割　　社会保障給付，福祉サービスの
利用と提供には，ニーズ測定に基づいて公的主体がサービスを提供
すべきという考えが中心にある。一方，社会保障制度に対する規制
緩和の議論では，サービス利用者の需要に対し，弾力的，競争的に
サービスを提供すべきであるという意見が強まっている。ここで区
分すべきことは，ニーズと需要の違いである。利用者，クライアン
トに対する専門家による判断・評価という規範的な性格をもつニー
ズと，消費者自身の所得と価格の制約のもとでの効用最大化の結果
派生する需要とを，区別する必要がある。ニーズ論は大変奥深いも

経済学アプローチを応
用する際の留意点
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Column ①　経済学とは UUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUUU

　市場メカニズムの分析に偏っているとみなされがちな経済学であるが，
経済学の大家が考える経済学の役割は多様である。古典派経済学を確立
した A.マーシャルは，「冷静な頭脳（クールヘッド）と温かい心情
（ウォームハート）をもち，自分の周りの社会的苦悩に立ち向かうため
に，その全力の少なくとも一部を喜んで捧げようとし，……決心してい
る者」と経済学を学ぶものの信念を表明している（A.マーシャル〔伊
藤宣広訳〕［2014］『マーシャル クールヘッド＆ウォームハート』ミネ
ルヴァ書房）。
　経済学の側面から，政府の介入，需要コントロールを理論化し，W. H.

ベヴァリッジを支援して福祉国家への流れに好意をもっていた J. M.ケ
インズは，「経済学の大家はもろもろの資質のまれなる組み合わせを持
ち合わせていなければならない。……彼は，ある程度まで，数学者で，
歴史家で，政治家で，哲学者でなければならない。経済学者は，記号を
理解し，しかも言葉で語り，特殊なものを一般的なかたちで考え，その
思考の過程で，具体的なものにも，抽象的なものにも触れなければなら
ない」（大野忠男訳［1980］『ケインズ全集 第 10巻 人物評伝（第 14章 

アルフレッド・マーシャル）』東洋経済新報社，232～233頁）と，経済
学を学ぶ者の資質を示している。
　経済学者の仕事の内容について，世界規模の貧困，環境問題に取り組
む J.サックスは「マクロ経済学者の仕事は，重篤な症状を呈す患者や
未知の基礎疾患に対処しなければならない臨床医の仕事に似ている。根
底にある問題を正しく診断し，適切な治療計画を立て，それを解決する
ことである」としている。
　最後に，経済学を学ぶ目的について，J.ロビンソンは「経済学を学ぶ
目的は，経済の問題に対して一連の出来合いの答えを得るためではなく，
どうしたら経済学者に騙されないかを学ぶことである」（J.ロビンソン
〔都留重人・伊東光晴訳〕［1956］『マルクス主義経済学の検討――マル
クス，マーシャル，ケインズ』紀伊國屋書店）としている。いずれの言
葉も経済学の多様な性質を表現している。
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のがあり，本書で十分に扱うには限界がある。社会政策，社会福祉
で中心概念となるニーズについてはディーン［2012］がくわしい。
　経済学の視点でみると，いかに重要なニーズに対応するとしても，
その給付には費用がかかる。同じ給付を行うためにいかに費用を最
小化するか，またニーズが「多様化」するなかで利用者の好みをど
の程度選択に反映させるか考える必要がある。
　福祉国家の危機が指摘されるなかで，社会政策においても効率性
と選択の重要性が高まり，市場的な仕組みをどのように有効に使う
かという準市場論（擬似市場）の議論を J.ルグランなどが展開して
いる。こうした動きは，2000年の社会福祉基礎構造改革以来の日
本における「措置」から「契約」という流れと重なる。さらに医
療・介護保険のなかで擬似価格として機能する診療報酬や，介護報
酬の変更 ,費用の抑制と質の高いサービスにつながるのか，制度の
インセンティブに関する研究も重要になっている。こうした点から
も，経済学アプローチは社会政策に多いに貢献できる。
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